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     県税は、平成 28 年後半以降の景気回復により大幅に増加 
 

県税収入は、5 年ぶりの減少となった平成 29 年度に対して、対前年度当初予算比 90 億円増（＋

5.8%）の 1,640 億円となる見込みです。増加の主な要因としては、平成 28 年後半以降の景気回復

などによる法人二税や地方消費税の増、株式等譲渡所得割の増収に伴う個人県民税の増や、エコカー

減税の見直しなどによる自動車取得税の増、需要の増に伴う軽油引取税の増などが見込まれます。 

なお、基幹税目である個人県民税と法人二税等の状況は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

29年度当初予算

1,550

30年度当初予算

1,640

個人県民税 536

個人県民税 542

法人二税 428

法人二税 481

189

210

118

124

179

182

100

101

(4) 当初予算のポイント 

686 

452 432 
571 410 

394 
433 494 

583 
661 725 

396 

222 
312 282 

310 378 407 422 428 481 

1,640

267 

251 
232 

241 

235 
229 216 

216 

252 

494 
533 

501 

445 
450 469 488 

515 

510 542 536 
542 
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1,600

2,000

平10 平11 平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30

(億円) (％)
県 税 当 初 予 算 額 の 推 移

1,286
1,202

1,477

1,885

1,790

法人二税

県 税 に 占 め る
法 人 二 税 の 割 合

個人県民税

県 税 に 占 め る
個人県民税の割合

その他の税

(年度)

1,273
1,310

◆主な税目の状況 

三位一体の改革
による税源移譲 

地方法人特別税の
導入（法人事業 
税の一部国税化） 

1,411 

(億円) 

地方消費税 軽油引取税 自動車税 その他の税 

1,520 
1,555 1,550 
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       一般財源総額については前年度から若干減少。 

財政収支見通し（H29.6）における平成30年度の状

況からは若干増加。  
 

 

平成 30 年度当初予算における一般財源総額は、前年度比 11 億円減の 3,328 億円となり、過

去最大である平成 26 年度と比較すると、14 億円減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、平成 29 年６月の財政収支見通しとの比較では、一般財源総額は 12 億円増(＋0.4％)を見

込んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実質的な地方交付税 1,480 

3,328 億円 
（＋12 億円） 

3,316 億円 

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000

地方交付税 1,165 

地方交付税 1,140 

臨時財政

対策債

315 

臨時財政

対策債

300 

県 税 1,586 

県 税 1,640

地方譲与税 242 

地方譲与税 239 

地方特例

交付金

8

地方特例

交付金

9

（億円）

一般財源総額の比較(対財政収支見通し(Ｈ29.6)) 

2,700

2,900

3,100

3,300

3,500

平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30

3,208 3,170 
3,265 

3,342 3,308 3,280 
3,339 3,328 

（億円）
一般財源総額の推移

過去最大

3,342億円

0

地方消費税等 

税率引上げ 

5%→8％(H26.4～) 

（注）平成 28 年度までは決算額、平成 29 年度は最終予算額、平成 30 年度は当初予算額です。 

※便宜的にベースラインケースと経済再生ケースの各項目の数値の中間値を算出したものです。 

(年度) 

実質的な地方交付税 1,440 

Ｈ30 

 

 

 

 
Ｈ30 見込 
財政収支 

見通し 

(Ｈ29.6) 

 

14 億円 
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      プライマリーバランスは、当初予算比較で５年連続 

で黒字を維持 
 

プライマリーバランスは、県債以外の歳入で、県債元利償還金を除いた歳出をまかなえるかどう

かを示す基礎的財政収支のことで、これが黒字であれば財政の中長期的な持続可能性を保つことが

できるとされています。 

平成 30 年度当初予算では、5 年連続で黒字を維持し、財政収支の改善を図っています。 

 

 

平成 30 年度のプライマリーバランスのイメージは、下図のとおりです。 

 

 

県税収入等 

（県債以外の収入） 

県債の元利償還金 

を除く支出 

4,629 億円 

県債の元 
利償還金 

4,560 億円 

県債発行に
よる収入 

歳  入 歳  出 

県債を除いた県税等
の歳入で、その年度
の行政サービスに必
要な歳出をまかなうこ
とができています。 

歳入（県債除く）が歳出（元利償還金
除く）を上回っていることから、プラ
イマリーバランスは黒字となります。
（＋69億円） 

本来、地方交付税として交付されるべき
臨時財政対策債を県債ではなく、地方交
付税とみなすと、プライマリーバランス
は、さらに黒字となります。（＋369億円） 

プライマリーバランスが黒字 

 

臨時財政対策債 300 億円

179

△31

△126 △92

114 94 75 115

△59

△208
△124

53 41
15

67
96 148

50 69
69 75 

319 
410 

322 
281 301 

168 

250 

537 554 535 
517 520 

450 451 

358 369 

5,365 

5,285 

4,812 
4,705 

4,651 

4,439 
4,348 4,335 

4,270 
4,365 4,350 

4,299 
4,126 

4,311 4,367 
4,513 4,573 4,544 4,629 

5,186 

5,316 

4,938 
4,797 

4,537 

4,345 
4,273 4,220 

4,329 
4,573 4,474 

4,246 
4,085 

4,296 4,300 
4,417 4,425 4,494 4,560 

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

△400

△200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30

(億円)
(億円)

(年度)

プライマリーバランスの推移
県債除く歳入額

元利償還金除く歳出額

（注） 平成28年度までは決算額、平成29年度は決算見込額、平成30年度は平成30年4月補正後予算額です。

臨時財政対策債を地方交
付税とみなした場合のプ

ライマリーバランス

プライマリーバランス
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県債については、抑制に努め、発行額は減少するもの 

の残高が増加。臨時財政対策債を除く実質的な県債の 

残高についても増加。 
 
 

県債発行額は 741 億円で、対前年度当初予算比 50 億円（6.4%）の減となっています。これは、
甲賀警察署の移転新築や県立学校の耐震対策の完了、県立学校再編整備の進捗に伴う事業量減によ
る発行額の減少のほか、退職手当債の発行を行わないことなどが主な要因となっています。このほ
か、臨時財政対策債の発行額については、対前年度当初予算比 6 億円減の 300 億円を見込んでい
ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
県債残高は年々増加しており、平成 30 年度末には 1 兆 930 億円になる見込みです。要因とし

ては、臨時財政対策債残高（4,557 億円）の増加が挙げられます。また、実質的な県債については、

これまでから抑制に努めてきたところですが、近年の施設整備に加え、国の経済対策に伴う公共工

事の追加等もあり、平成 30 年度末時点で 6,373 億円となる見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平12 平13 平14 平15 平16 平17 平18 平19 平20 平21 平22 平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30

7,465 7,692 7,904 7,842 7,682 7,567 7,508 7,438 7,492 7,496 7,245 6,967 6,721 6,547 6,385 6,298 6,236 6,256 6,373 

100 301 
713 1,008 1,234 1,421 1,568 1,744 2,135 2,715 3,124 3,531 3,898 4,183 4,343 4,431 4,504 4,557 

7,465 
7,792 8,205 

8,555 8,690 8,801 8,929 9,006 9,236 9,631 
9,960 10,091 10,252 10,445 10,568 10,641 10,667 10,760 10,930 

(億円)

(年度)

県債残高の推移

(注)  平成28年度までは各年度末残高であり、平成29年度は決算見込額、平成30年度は平成30年4月補正後予算額

に基づく各年度末現在高見込額です。

臨時財政
対策債 
＋53 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平23 平24 平25 平26 平27 平28 平29 平30

301 354 357 358 455 434 485 441

498 484 500 450 343 305 306 300

799 
838 857

808 798
739

791 741

（億円）

県債発行額（一般会計）

◇臨時財政対策債 
H29→H30 ▲6 億円 

◇実質的な県債（臨時財政対策債以外） 
H29→H30  ▲44 億円  

・公共施設等適正管理推進事業 
＋17.2 億円 

・緊急防災・減災事業 ▲ 11.5 億円 
・退職手当債        ▲ 50.0 億円 

など 

 (注)各年度当初予算額です。 

実質的な
県債 

＋117 
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      財源調整的な基金については、活用により残高は減少 
 
 
 

年度間の財源の不均衡を調整するための財政調整基金と借入金の返済に備えるための県債管理基

金は合計で 64 億円取り崩すこととしており、平成 30 年度末の残高は両基金あわせて 172 億円と

なる見込みです。 

また、特定目的のためにあらかじめ財源を準備してきた特定目的基金については、平成 30 年度

も引き続き各事業に充当し、活用することとしています。 
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1,600

平4 平5 平6 平7 平8 平9 平10平11平12平13平14平15平16平17平18平19平20平21平22平23平24平25平26平27平28平29平30

78 88 98 96 96 90 80 80 80 83 
42 

73 47 53 46 50 
23 37 

75 98 145 181 190 191 157 156 114 

769 716 660 607 585 528 

357 303 318 270 

108 
185 182 171 146 145 

106 
37 72 86 

102 
119 123 121 

91 80 
58 

650 
595 

519 
426 

401 
371 

362 383 397 460 

397 

383 
308 275 281 249 326 

644 
613 497 442 

412 356 320 
281 288 

251 

1,497 
1,399 

1,277 

1,129 
1,082 

989 

799 766 795 813 

547 

641 
537 

499 473 444 455 

718 
760 

681 689 712 
669 632

529 524 
423 

（億円）

（年度）

基金残高の推移（一般会計）
特定目的基金

県債管理基金

財政調整基金

（注）平成28年度までは各年度末現在高であり、平成29年度は決算見込額、平成30年度は平成30年4月補正後予算額に基
づ く各年度末現在高見込額です。

■平成 30 年度末現在高見込み
 

財政調整基金          11,373 

県債管理基金           5,795 

福祉・教育振興基金         5,836 

公共建築物等長寿命化等推進基金 1,005 

文化振興基金           1,154 

国民体育大会・全国障害者スポー 3,653 
ツ大会運営等基金 

琵琶湖管理基金          2,326 

森林整備担い手対策基金          826 

災害救助基金            776 

地域医療介護総合確保基金     1,785 

後期高齢者医療財政安定化基金    867 

ふるさと・水と土保全基金     1,182 

近江大橋等維持修繕基金        989 

■平成 30 年度中の取り崩し予定額  

財政調整基金            4,234 

県債管理基金           2,226 

東海道新幹線新駅地域振興等基金  161 

琵琶湖管理基金          258 

琵琶湖森林づくり基金        750 

地域医療介護総合確保基金    1,813 

介護保険財政安定化基金          100 

子育て支援対策臨時特例基金    140 

農地中間管理事業推進基金          ８6 

鉄軌道関連施設整備促進等基金   171 

文化財保存基金           ,93 

平成４年度末の財政調整基金
および県債管理基金の現在高
は、過去最大の 847 億円 

平成 30 年度末現在高 
県債管理基金  58 億円 
財政調整基金 114 億円 

計    172 億円 

主な基金の状況 



 引上げ分の地方消費税収 百万円

　※社会保障財源化分の市町への交付金を除いています。

 社会保障施策に要する経費 百万円

（単位：千円）

○上記①のうち、社会保障施策の充実に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

＜主な施策の内容＞

・子ども・子育て支援新制度の施行に伴う経費 千円

・国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充に要する経費 千円

・地域医療介護総合確保事業に要する経費 千円

・国民健康保険への財政支援の拡充に要する経費 千円

・難病・小児慢性特定疾患にかかる助成制度に要する経費 千円

・介護保険の１号保険料の低所得者軽減強化に要する経費 千円

○上記①のうち、社会保障施策の充実以外の使途に充当した地方消費税額（引上げ分） 千円

・社会保障の安定化分として、既存の社会保障施策に要する経費 千円

　（介護保険給付費負担金、障害者自立支援給付費等負担金など）

・消費税率の引上げに伴う社会保障経費の増（公経済負担分） 千円

69,230

10,278

41,614

4,422,307

559,795

666,995

270,116

851,682

118,749

2,565,144

373,840

1,527,284 395,894 430,456 700,934

232

1,058,418 728,142

分野 事　業　区　分

社会

福祉

生 活 保 護 事 業 1,046,163

児 童 福 祉 事 業 12,662,410

母 子 福 祉 事 業 371,914

障 害 者 福 祉 事 業

社会

保険 国 民 健 康 保 険 事 業 11,469,699

介 護 保 険 事 業 14,289,871

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 14,987,910

小 計 40,747,480

小 計 3,348,595

9,524,577

低 所 得 者 支 援 事 業 1,107

そ の 他 849

小 計 25,134,304

高 齢 者 福 祉 事 業

合 計 69,230,379

3,537,946

保健

衛生

医 療 に 係 る 施 策 事 業 1,075,457

感染症その他の疾病予防対策 2,107,512

そ の 他 165,626

5,865,975

21,847

5,198,851

11,470

408,447

13

39

308,851

0

674,846

123,075

1,116,046

830

1,893,867

160,603

0

(内訳）

237,369

8,000,084

264

125,311

434,162

1,485,639

1,078,435

1,039,857

3,603,931

6,226,926

引上げ分の地方消費税収が充当される社会保障関係施策に要する経費

281,862

36,709,387

320,952

665,468

1,236,633

財　源　内　訳

特定財源
（国庫補助金等）

13,822,742

603,046

10,278,100

一　般　財　源
引上げ分の

地方消費税①
その他

810

358,848

4,791

6,071,123 15,525,235

400,684

歳 出

歳 入

25

2,938,984

7,339,116

9,675,209

13,211,436

53,086,304

経　費

社会保障と税の一体改革により、地方消費税の税率引上げによる増収分は、全て社会保障の充実・
安定化に活用することとしています。
平成30年度当初予算における状況は次のとおりです。

地方消費税の税率引上げによる増収分の活用について


